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総供給関数の理論
浜口　登
　総供給関数とは英語で言えば，aggregate　supply　functionのことで，
ある経済（通常は一国全体）の供給量を従属変数に，一般物価水準を主
たる独立変数とする関数のことである。供給量としては実質GDP，一般
物価水準としてはGDPデフレーターを用いることが多い1）。
　総供給関数を分析する動機は次のようなことである。第1に従来のマ
クロ経済学が総需要中心の分析であったのに対し，最近では総供給の重
要性が認識されるようになった。具体的には，一般物価水準一定の仮定
に基づく，需要中心のIS－LM分析から，総需要（AD）関数と総供給
（AS）関数の交点で均衡物価水準と均衡GDPが決まるというAS／AD
分析に重点が移るようになった。これは最近出版ないし改訂された日米
のマクロ経済学のテキストをみれば明臼である。
　さらに，総需要関数に比べ，総供給関数は研究者間のコンセンサスが
得にくく，いまだに激しい論争が続いている。この論争は，近年最もポ
ピュラーなトピックスの一つである「マクロ経済学のミクロ理論的基礎」
に密接に関連している。従って，総供給関数そのものが極めて興味深い
テーマである。
　このことと関連するが，第2の動機として，今日のマクロ・モデルの
基礎となったKeynesの『一般理論』における総供給関数に関する論争が
1950年代を中心にかなり活発に行われており，この古い論争から最近の
総供給関数をめぐる論議に何らかの教訓を引き出したいということがあ
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る。
　第3の動機は筆者にとってより根本的なものである。筆者は「輸出入
関数のミクロ理論的基礎」を長く主要なテーマにしてきたが，輸出供給
関数の理論的研究が特に重要であると考えるようになった。その理由は
次の様なことである。まず，理論的に考えて，輸出関数は輸出供給関数
として捉えるべきだという認識がある。ところが，輸出関数の計測例を
見ると，理論的には問題のある輸出需要関数を計測している場合が圧倒
的に多い。輸出供給関数の計測例は極めて限られている上，輸出供給関
数の当てはまりがかなり悪いケースが多い（詳細は佐々波・置月・千田［1988］
第2部，特に5章1節を参照）。
　そこで，輸出供給関数の理論的背景として，まずより基本的なマクロ・
レベルの総供給関数の理論を考察する。その理由は，第一一に，データの
入手可能性からいって，本来のミクロ（企業）レベルの分析は困難で，
かなリアグリゲートされたモデルを想定せざるを得ない。その場合ミク
ロとマクロの関係について理論的な基礎を研究しておく必要がある。そ
こで，上記の「マクロ経済学のミクロ理論的基礎」というテーマが重要
になる。
　最後に，日米貿易摩擦に見られるように，マクロレベルの輸出入関数
自体に対する関心が高まっていることをつけ加えておきたい。
　以下では，まず第1節で，最近のマクロ経済学の教科書で総供給関数
がどの様に説明されているかをレビューする。そこでは，伝統的な45度
線図（ケインジアン・クロスともいわれる）をどう解釈すべきかという
問題と，比較的最近になって頻繁に用いられる総需要・総供給分析
（AD／AS分析）の検討が行われる。第2節ではKeynesの『一般理論』
の解釈を巡る多くの論争の一つである「総供給関数論争」を整理し，本
稿の問題意識に照らして，どの様な教訓が得られるかを考える。第3節
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で，1～2節の分析を総合して，総供給関数とはいったい何を意味する
のかという，根本的な問題に何らかの結論を導きたい。
第1節　最近のマクロ経済学における総供給関数
　1．1　45度線アプローチの問題点
　Keynesの『一般理論』が1936年に刊行され，マクロ経済学がスタート
した直後から標準的なマクロ経済学の教科書では，実質GDP（Y）の均
衡条件を，総需要曲線と原点を通る45度線の交点だと説明する。この図
では横軸がY，縦軸が総需要（AD）とされる。この均衡条件はYに対す
るADとYの総供給（AS）の一致であるはずだから，45回線はAS曲線
を表すと解釈せざるを得ないと思われる。つまり，縦軸はADと共にAS
も測り，AD・AS両曲線が交わる点が均衡点だというわけである。
　しかし，45度線とは縦軸と横軸の値が常に等しいという条件をあらわ
す直線だから，45度線をAS曲線とみなすのは何か釈然としない。上記の
均衡条件を代数的に表すと，AD＝C＋1，　AS＝Y＝C＋Sと定義されるか
ら，Y＝C＋1または1＝Sが均衡条件だと説明される。ここで，　Cは消費，
1は投資，Sは貯蓄である。この場合，　ADはCと1から構成されるとい
うことで理解できる。しかし，ASはYそのものだ（幾何学的には45度
線がAS曲線である，という主張に対応する）というのは必ずしも理解し
やすいとは言い難い。
　Reinwald［1977］は様々な経済学の入門的教科書がAS曲線＝45度線と
いう説明をしている事を批判して，「ケインズモデルではAS関数は明示
されていない」と書くべきだと主張する。これに対し，Sangha［ユ979］
はケインジァン・モデルではADは独立変数だが，　ASは従属変数である
から，AS関数の理論は必要ないと主張する。　AS関数の理論が必要なの
はASが独立変数で，　ADが従属変数である古典派モデルの場合だとす
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る。古典派モデルでは「供給が自らの需要を作り出す」というセイ法則
が成立している事は，誰でも認めるところだが，これはADがASの関
数である事を意味する。ケインズ・モデルではこれと逆に，ASがADの
関数なのであり，それがまさに「有効需要の原理」なのである。
　Brazelton［1983］はRe｛nwald［1977］，　Sangha［1979］の議論は両者と
も不十分だとする。ケインズは『一般理論』の第20及び21章で，AS関数
を論じているだけでなく，それは非線形で，Yの均衡点の近傍で傾きが
45度に集束していくと述べている。『一般理論』から引用すると，
　　「……価格と産出量の（賃金単位で測った）有効需要に関する弾力性
　　の和は1である。」（p．285），「賃金単位が完全雇用が達成される前に
　　．．ヒ外しうる……」（p．301），「もし，e。＝0または，　ew＝1なら産出量
　　は不変で，価格は貨幣単位で測った有効需要と同率で上昇する。さ
　　もなければ，価格は有効需要ほどには上昇しない。」（p．286）2）
　ケインズにとって，AS関数は45度線に一致するのではなく，完全雇用
に接近するにつれ，45度線を越える。縦軸には標準的教科書と同様に，
消費，貯蓄，投資と共に，物価や貨幣賃金もとられている。
　Reinwald［1984］はBrazelton［1983］とSangha［1979］の論議に反論し，
ケインズの『一般理論』ではAS関数は明示されておらず，それを明示的
に定式化する必要があるという持論はやはり，正しいと主張した。そし
て，現在のマクロ経済学者が，事後的にADに等しいASと事前的なAS
関数を混同していると批判した。
　1．2　総需要・総供給（AD／AS）分析
　標準的なマクロ経済学の教科書では，まず，財市場の均衡を45度線図
を使って，説明した後，IS－LM分析の解説に多くのページを割き，残る
労働市場の分析は不十分であることが多かった。その背景には，マクロ
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経済学の理論において需要サイドが強調され過ぎ，供給サイドがなおざ
りにされる傾向があった。周知のように，IS－LM分析は暗黙のうちに一
般物価水準一定という仮定が背景にある。しかし，60年代半ばからイン
フレがマクロ経済政策の重要な課題になってくるにつれ，一般物価水準
決定メカニズムの分析が重要視されるようになった。そこで，総需要
（AD）・総供給（AS）関数の交点で，均衡GDPと均衡物価水準が決ま
るというAD／AS分析が次第に重視されるようになっている。もう一点
つけ加えれば，伝統的なマクロ経済学には，制約条件下の最適化という
視点が欠落しているという批判が起こり，これがいわゆる「マクロ経済
学のミクロ理論的基礎」という極めてポピュラーな研究領域となってい
る。そして，この新しい研究領域が，AD／AS分析の重要な背景になっ
ていると思われる。以下では，最新の主要なマクロ経済学の教科書で，
総供給関数がどの様に説明されているかをレビューしてみたい3）。
　基本的マクロモデル
　経済は（a）財市場，（b）生産要素（サービス）市場，（c）貨幣市場，
（d）証券市場から成るとする。これら4市場が同時均衡するとき，経済
の一般均衡が成立する。ただし，ワルラス法則によって，4市場のうち
任意の3市場が均衡すれば，残る1市場も同時に均衡するから，モデル
を構成する4本の均衡条件式のうち独立なのは3本だけである。従って，
4つの市場のうちどれか1つを分析対象から外すことになる。どの市場
を外してもよいが，ふつう証券市場を外す。
　ここで，注意が必要なのは次の3点である。第1に，貨幣市場と証券
市場の2市場はそれだけで一種目ワルラス法則に従っているという点で
ある（詳細は中谷［1933］pp．95－97参照）。第2に，生産要素市場の均衡は他
の市場の均衡と独立して扱われているという点である。生産要素市場は
供給側，その他の3市場は需要側を表している（詳細は佐藤［1989］p．184参
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照）。需要側はIS－LM分析を使って実質GDP（Y）と利子率（r）の均
衡値を同時に決め，そこから総需要関数が導出される。他方，生産要素
サービス市場の均衡から総供給関数が導かれる。最後に総需要・総供給
の両関数から一般物価水準（GDPデフレーター）が決定される。第3に，
ケインジアンのマクロモデルでは財・貨幣・証券の3市場が同時に均衡
するから，残った生産要素市場も必然的に均衡しているはずである。と
ころが，このモデルでは非自発的失業が存在するわけだから，労働市場
は均衡していない。従ってモデルはワルラス法則を破っている，という
批判が考えられる。この問題点の解決は困難だが，一応非自発的失業が
存在していても労働市場は（数量制約下の）一種の均衡と考えておこ
う4）。
　生産要素サービス市場では，労働サービスと資本サービスの取引が行
われるが，資本サービスの取引は捨象する。この捨象を正当化するため
に，マクロモデルが対象にしている短期では，資本ストックは不変であ
るという理由がしばしば使われる。しかし，もう一つの正当化が可能で
ある（佐藤［1988］p．17参照）。企業は株主（消費者でもあると仮定）の所有
物であり，企業自体は資本ストックを所有せずに，株主から借りる。そ
こで，企業は証券を発行し，それによって調達した資金で投資を行い，
資本ストックを（従って，資本サービスも）増加させる。一方，家計は
消費と貯蓄を行い，貯蓄は全て企業の発行する証券の購入に当てられる。
資本サービス市場は証券市場によって代替されるので，生産要素市場で
明示的に分析対象になるのは労働サービスの取引のみとなる。
　Mankiwの分類
　総供給関数に関しては研究者の間でいまだに論争が続いていることは
すでに述べた。この論争のサーベイとしてはMankiw［1992］が最も優れ
ていると思われるので，最近の教科書のレビューを彼の所説の検討から
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始めるのが適切であろう。
　総供給関数は全ての価格が伸縮的になる長期においては垂直に立つ
が，価格に何らかの硬直性がある短期においては右上がりになる。そし
て，総供給関数は
　　Y＝YF十α（P－Pつ　　　　α＞0
という形をとる。ここで，Yは現実の実質GDP，　YFは完全雇用GDP，　P
は現実の一般物価水準，peはPの期待値である。この式の意昧するとこ
ろは明確である。現実のYは物価水準の期待がはずれる程度に応じて完
全雇用水準の上下に変動するということである。このYの反応の強さを
表すパラメターがαで，1／αは総供給関数の傾きにあたる。ここまで
については，現代の経済学者の問で，ほぼコンセンサスが得られている。
しかし，この式の背後にあるミクロ理論的な基礎に関しては論者の間に
かなりの意見の相違が見られる。主な理論として次の4つがあげられる。
　1）硬直的価格モデル
　このモデルの特徴は「需要の変化に対して製品価格の調整が遅れる」
という仮定にある。供にある程度の価格支配力を持つ2種類の企業を考
える。第一種の企業は自社製品価格pを一般物価水準Pと市場における
需給ギャップ（Y－YF）に反応して決める。すなわち，
　　p＝P十γ（Y－YF）　　　　γ＞0
である。第二種の企業は予測値peにpを合せる。すなわち
　　P＝pe
第一種の企業マーケットシェアをkとすると，
　　P＝pe十α（Y－YF）　　　　α＝kγ／（1－k）＞0
が成り立つ。短期的にYFが一定だとすれば，　YとPは正の相関関係にあ
り，総供給関数は右一しがりの曲線となり，peの変動に従って一L下にシフ
トする。
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　2）硬直的賃金モデル
　このモデルは硬直的な貨幣賃金Wと「実質賃金は労働の限界生産力
MPLに等しい」という限界生産力命題，及び収穫逓減法則から成り立
つ。すなわち，
　　P＝W／MPL
である。Yが増加すると，雇用量しも増加するが，そのとき収穫逓減法
則により，MPLが逓減するから，　Wが硬直的な限り，　PとYは正の相
関をし，総供給関数は右ヒがりの曲線となる。この総供給関数を線型で
近似すれば，
　　P＝αY＋β
となる。以上ではWは外生的に固定していたが，Wが労使の交渉によっ
て決まり，交渉のカギは労使それぞれのpeのパーセブッションであると
考えてみよう。労使が合意している予想物価水準をP。e，これに対応する
合意賃金水準をW。とし，W。のもとで実現する雇用が完全雇用であると
仮定すれば，
　　Poe＝αYF十β
となり，．．ヒ記の式と組み合わせれば，
　　P＝Poe十α（Y－YF）
となり，硬直価格モデルと基本的に同一の式となる。
　3）労働者錯覚モデル
　このモデルのカギとなるのは「労働者は自分の名目賃金Wに関して
は完全な情報を即時に入手できるが，一般物価水準Pに関する情報はあ
る程度時間がたってからでないと入手できない」という仮定である。均
衡点ではpe＝Pであるが，　Pが．　L昇しても労働者はそれに気付かず，実
質賃金（＝W／p）が実際には下がっているにもかかわらず，一定のまま
だと「錯覚」して，P上昇以前と同じ労働供給を行う。
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　一方，企業の方はWとP双方に関して正確な情報を即時に入手出来
ると仮定される。企業側には「錯覚」はない。企業はPが上昇すると，
実質賃金が下落したことにすぐ気付き，直ちに労働需要を増加させる。
そこで，労働に対する超過需要が発生し，Wが上昇するが，そのヒ昇率
がPの上昇率を越えない限り，雇用が増加し，生産量Yが増加する。も
ちろん，やがて労働者は実質賃金の．ド落に気付き，労働供給を減少させ，
Yは初期均衡値に戻る。つまり，pe＝Pの時，　Y＝YFとなる。以上を定
式化すると，短期総供給関数は，
　　P＝pe十α（Y－YF）
となり，モデル1），2）と基本的に同じになる。
　4）　不完全情報モデル
　このモデルは企業が「錯覚」を起こすと仮定する。企業は自社の製品
価格に関しては完全な情報を即時に入手できるが，一般物価水準Pに関
しては，ある程度時間が立つまで情報が不完全だと仮定する。企業は自
社製品の価格が一般物価水準より一L昇率が高いと判断すれば，自社製品
の供給を増加させるであろう。自社製品価格と一般物価水準の相対価格
に関する判断は，一般的には企業によってまちまちだろう。しかし，P＞
Pe，つまり，一般物価水準上昇率を過小評価する度合いが大きいほど，
総供給曲線の傾きはより大きくなるであろう。そこで，短期総供給関数
は，
　　P＝Pe十α（Y－YF）
となる。ここでも，pe＝Pとなる長期均衡では，企業は「錯覚」に基づ
く供給過剰を是正し，Y＝YFとなる。以上4つのモデルを「市場が均衡
しているか否か」と，「（情報が）不完全になるのは労働市場か財市場か」
という2つの観点から分類すると次の表のようにまとめられる。
　これら4つのモデルのうち，硬直賃金モデルは，労働者が実質賃金が
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不完全な市場
労働市場 財llf場
???　労働者錯覚モデル
J働者が実質賃金の変化
ﾆ名目賃金の変化を混同
　　　不完全情報モデル
ｶ産者が自社製品の相対価季各の変
ｻと　・般物価水準の変化を混同
????????
．??? 硬直的賃金モデル
ｼ目賃金調整が遮・
　　硬直的価格モデル
焉Eサービス価格の調整が遅い
下落していることに気付きながら，なお労働供給を増加させるという帰
結になるので，論理的に無理がある。また，硬直賃金モデルと労働者錯
覚モデルは，共に「雇用と生産が増加するのは実質賃金が下落するとき
である」という共通の帰結をもたらすが，実証研究の結果からは，むし
ろ，その逆が観察されることから，やはり，問題が多いと考えられる。
　Dornbusch－Fischerの総供給関数
　古典派のマクロモデルでは経済は常に完全雇用状態にあり，失業者が
いるとすれば，彼らは全て「自発的」失業者である。すなわち，より良
い職場を探すために，一時的に失業するといったいわゆる摩擦的失業し
か存在しない。この考え方は，2つの事実によって疑問だと考えられる。
第1に，現実に観測される失業率は全ての失業が摩擦的失業と見なすこ
とが不可能なほど激しく変動する。第2に，賃金の変動率と失業率の間
にシステマティックな関係が観察される。
　周知のフィリップス曲線を単純なモデルで示せば，
　　9w＝（W－W－1）／W－1＝ε（u－uF）　　　ε＞0
となる。ここで，9wは名目賃金率Wの変化率，εは賃金変化率が現実の
失業率Uと自然失業率UFの乖離にどの程度反応するかを示すパラメタ
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一である。一ヒ式を書き直すと
　　W＝W－1［1一ε（u－UF）］
になる。この式から，今期の名目賃金率が前記のそれを上回るためには
u〈UFとなる必要があることがわかる。さらに，失業率の定義，　u＝（LF－
L）／LFを代入して整理すると，
　　W＝W．1［1十ε（L－LF）／LF］
が得られる。ここで，しとLFはそれぞれ現実の雇用と自然失業率水準の
雇用である。縦軸は名目賃金率を，横軸に雇用を取った図で，この賃金一
雇用関係式WLはW－1としFの交点を通る右上がりの直線として表せ
る。直線の傾きはεが大きいほどより急になる。さらに，今期L＞LFな
ら，来期のWL線は．L方に，　L〈LFなら下方にシフトする。この式から
総供給関数を導くために，Lを実質GDPに，　Wを一般物価水準Pに返
還する必要がある。そのために生産関数，
　　Y＝aし
とマークアップ原理
　　P＝（1十z）W／a　　O〈z
から総供給関数（の逆関数）
　　P＝P－1［1十λ（Y－YF）］
を導入する。ここでは，短期の分析をしているので，可変的生産要素は
労働だけである。生産関数は簡素化のため固定投入係数型になっている
ので，aは労働の平均及び限界生産性を表す。　zはマークアップ率で，
W／aは単位労働費用，YFは完全雇用GDP，λ＝ε／YFである。
　Gordonの総供給関数
　まず，企業の短期供給行動を定式化する。基本となるのは，収穫逓減
の法則，限界生産力命題と限界費用＝価格の条件である。すなわち，
　　MC＝p＝W／MPL
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である。ここで，MCは限界費用，　pは製品価格，　Wは名目賃金率，　MPL
は労働の限界生産力である。ここでも短期の分析であるがゆえに，労働
のみが可変的生産要素であると仮定されている。さらに，完全競争市場
を仮定すれば，個々の企業にとってpもWも所与であるから，pと
MPLは逆相関する。つまり，p．上昇→MPL減少→雇用増加→生産量増
加となる。反対に，p下落は生産量減少をもたらす。そこで，企業の短期
供給関数は製品価格の増加関数と考えられる。短期総供給関数は，企業
の短期供給関数を単純に集計したものと考え，一般物価水準の増加関数
と想定する。企業レベルでも，経済全体でも，短期供給関数は特定のW
に対応しており，Wが上昇（下降）すれば関数は上に（一ドに）シフトす
る。
　注意すべきなのは，供給関数が右上がりなのは，賃金・物価が完全に
は伸縮的ではなく，労働市場の均衡が完全には達成されていない短期に
限られるという点である。賃金率を含む全ての価格が伸縮的となり，全
ての価格調整が完了する長期においては，総供給関数は完全雇用GDP
のところで垂直に立つ。短期均衡の条件は2つある。第1は生産された
財がちょうど需要を満たし，意図しない在庫変動がゼロになることであ
る。これは，総需要関数．．ヒの任意の点で達成される。第2は物価が，総
需要関数上の点に対応する生産物を企業が利潤を極大化しつつ生産でき
る様な水準にあることである。これは，（特定の名目賃金に対応する）短
期供給関数上の点で達成される。つまり，短期均衡条件は総需要関数と
短期総供給関数の交点で達成される。短期均衡条件に加えて，実質賃金
率が均衡水準にあれば，長期均衡が達成され，総需要関数，短期総供給
関数，長期総供給関数の3つが同時に交わる。
　以上は短期総供給関数の形に関するGordon流解釈であるが，彼は短
期総供給関数に関して，大きく分けて，4つの考え方があるとする。第
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1に「古い（ケインズ革命以前の）」占典派は経済はほぼ常に垂直な長期
総供給関数上にあり，完全雇用が達成されない期間は，ほとんど無視で
きる程短いと考えた。失業は自発的なものや摩擦的なものに限られ，「非
自発的失業」は全く考慮されない。実際，19世紀初頭までは「失業」と
いう言葉自身存在しなかった。
　第2に「古い」ケインジアンは名目賃金の硬直性を強調した。労働市
場に関しては，不均衡が（したがって非自発的失業が）無視できない程
長期にわたって続く。しかし，なぜ名目賃金が硬直的なのかは十分な説
明がなされていない。現代のマクロ経済学は「新しい」古典派と「新し
い」ケインジアンに大別される。前者は「古い」古典派を，後者は「古
い」ケインジアンをそれぞれ受け継いでいる。これで，新・旧の古典派
とケインジァンという4者が揃った。
　Sachs－Larrainの総供給関数
　総供給を決定する要因をいくつかの段階に分けて考える。第1段階は
生産関数，
　　Y＝Y（L，K，τ）
てある。Yは生産量（実質GDP），　Lは労働投入量，　Kは資本投入量，
τは技術水準を表すパラメターである。ここでは短期の分析を行うので，
Kとτの水準は一定で，労働のみが可変的生産要素となる。このため，
収穫逓減法則が働く。つまりY’＞0，Y”〈0である。ここで，　Y’（Y”）
はYのしに関する1階の（2階の）偏微係数である。
　第2段階は労働需要関数である。これは，企業の利潤極大化条件から
導かれるが，具体的には限界生産力命題（W／p＝Y’）を使う。ここで，
Wは名目賃金，pは製品の価格である。企業はこの条件を満たす水準の
Lを需要する。つまり，労働に対する需要Ldは実質賃金の減少関数
　　Ld＝Ld（W／P）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　79
となる。
　第3段階は労働の供給関数である。これは，家計の効用極大化条件（い
わゆる（所得対余暇の選択）から導かれる。結果的に労働供給LSは実質
賃金の増加関数
　　LS＝LS（W／P）
と想定される。実質賃金変化のもたらす効果のうち，所得効果は負にな
りえ，それが常に正の代替効果を一ヒ回れば，労働供給関数は実質賃金の
減少関数になるが，ここではその可能性を無視する。最後にこれらを組
み合わせて，総供給数量を従属変数に，供給価格を独．立変数とする総供
給関数を導く。この総供給関数の形を巡って古典派とケインズ派の問で
論争があるのは周知の通りである。
　最も素朴な占典派の世界で，名目賃金も物価も完全に伸縮的で，労働
市場では常に需給が均衡している。つまり，経済は常に完全雇用の水準
にある。重要なのは労働市場をクリアーする実質賃金は，ここで想定し
ている短期のモデルではユニークに決まるということである。従って，
物価水準がどの様に変わっても，名目賃金は同方向に同率で変化し，実
質賃金は常に一定に保たれる。そのため，物価水準がいくら変化しても，
雇用量は変わらないので，総供給量も不変に保たれる。素朴な古典派の
総供給関数は完全雇用GDPの水準で垂直に立つ。
　最も素朴なケインズ派のモデルでは，名目賃金率Wの下方硬直性が
重要な仮定になっている。Wが一定だから，　pの上昇→実質賃金下降→
労働需要増加→製品供給増加となる。pが下降する時は逆に製品供給が
減少する。そこで，総供給関数はpの増加関数になり，総供給曲線は右
上がりになる。労働の限界生産力が一定という特殊な場合，総供給関数
は水平になる（利潤極大化の必要条件はW／p＝Y’だから，WもY’も一
定なら，pも一定にならざるをえない）。
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　Bransonの総供給関数
　労働供給関数を考える場合，その説明変数である実質賃金率は名目賃
金率（W）を消費者物価指数（P）で割ったものが適切である。ところが，
労働者はWについては正確な情報を直ちに得られるものの，Pについて
は情報収集に時間がかかる。そこで，実質賃金wはWをPの予測値pe
で割ったものを使わざるを得ない。一方，企業の労働需要関数の説明変
数としての実質賃金率はWを自社の製品価格pで割ったものである。
企業はWだけでなくpについても正確な情報を直ちに入手可能であ
る。このように，企業と労働者では情報の入手可能性に関して非対称性
があることに注意する必要がある。
　ここで問題になるのは，労働者の物価予想がどの様に行われるかとい
う点である。一般に物価予想関数を
　　pe＝ρ（P）　　　　　0≦ρ’≦1
とすれば，ρ’＝0は現実の物価Pの変化に対し，物価の予想値peが全く
反応しない場合に当たる（ρ’はρのPに関する1階の微係数）。従って労
働供給は名目賃金Wのみに依存する。これは「完全な貨幣錯覚」のケー
スであり，「極端なケインズ派」の労働供給関数と呼ばれる。他方ρ’＝1
なら，「完全予見」の場合であり，労働供給は実質賃金のみに依存する。
これは「極端な古典派」の労働供給関数と呼ばれる。
　ここで，労働市場の均衡条件から総供給関数（の傾き）を導出してみ
よう。まず，労働需要関数は実質賃金w＝W／Pの関数であるから，そ
の逆関数はw＝fd（L）となる。一方，労働供給関数はW／pe＝w・（P／
pe）の関数であるから，その逆関数はw＝（pe／P）・fS（L）である。そ
こで，労働市場の均衡条件は
　　fd（L）＝　（pe／P）・fS（L）
あるいは
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　　P・fd（L）＝pe・fS（L）＝ρ（L）・fs（L）
である。これを全微分すれば（以下’は当該関数の独立変数に関する微係
数），
　　P・fd’・dL十fd・dP＝Pe・fs’・dL十fs。ρ’・dP
となる。簡単化のために，初期均衡ではpe＝P＝1とすれば，この全微
分は
　　fd’・dL十w・dP＝fs’・dL十w・ρ’・dP
となり，これにdY＝Y’・dLを代入すると，総供給関数の傾きは
　　（dP／dY）＝　（fSLfd’）／w（1一ρ’）Y’
と表せる。極端な古典派の場合，ρ’＝1であるから，（dP／dY）＝○○で，
総供給関数は垂直になる。極端なケインズ派の場合，ρ’＝0であるから，
（dP／dY）＝（fs’一fd’）／wY’で，総供給関数の傾きは正になる。0〈p’〈
1なら，この傾きは極端な占典派と極端なケインズ派の中間になること
は言うまでもない。
第2節　ケインズ『一般理論』の総供給関数をめぐる論争
　2．1　総供給関数の定義
　Keynesの『一般理論』は1936年の刊行以来様々な論争を引き起こして
きたが，こうした論争の一つに「ケインズ経済学における総供給関数と
はいったい何かP」という論議がある。この論争にかかわった文献の数
は膨大であるが，紙幅の制約上，詳細なサーベイは割愛せざるを得な
い‘）。ここでは，『一般理論』のなかで，Keynes自身が総供給関数をどの
様に考えていたかという点に関して簡単に検討しておこう。
　周知のように，「有効需要の原理」は「流動性選好理論」とともに，
Keynes『一般理論』の革新性の柱である。『一般理論』の第3章「有効需
要の原理」のなかで，Keynesは総供給関数Z＝φ（L）と総需要関数D＝
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f（L）の交点で雇用が決まり，この交点で企業の期待利潤が極大化される
とし，この交点に対応するDを有効需要と呼んだ。ここで，Dは総需要
価格で，“the　proceeds　which　entrepreneures　expect　to　receive　from
the　employment　of〔L〕men”，　Zは総供給価格で，“the　expectation　of
proceeds　which　will　just　make　it　worth　the　while　of　the　entrepreneurs
to　give　that　employment”と定義される。ここで直ちに気付くのは，
Keynesのいう総供給関数と総需要関数は第1節で述べたものと明らか
に違うということである。第1節の総供給（総需要）関数は従属変数が
数量で，独立変数が価格である。これに対し，Keynesの場合は従属変数
が金額で独立変数は雇用である。経済学用語としては，明らかに第1節
での定義が通常の意味での需要・供給関数の定義に忠実であろう。この
点についてはあとで触れる。
　Keynesにいわせれば，「セイの法則」とはあらゆる雇用水準について，
Z＝Dとなる，という主張であり，セイの法則の否定こそ「一般理論』の
中心的メッセージなのである。ということは，総供給関数と総需要関数
を独立に定式化する必要があるわけである。
　しかし，Keynesは総供給関数は周知のことで，特に考慮すべき問題は
ほとんどなく，総供給関数の背景となっている要因は新しいものではな
いと主張した。従来見逃されてきたのは総需要関数の果たす役割である
から，総需要関数の分析に『一般理論』の大部分をさくと宣言した。総
供給関数については，その逆関数である雇用関数という形で，20章で簡
単に説明するにとどまっている。皮肉にも，総供給関数の分析を軽視し
たという，まさにこの点が『一般理論』刊行後10数年後に激しい論争を
生むことになった6）。
2．2　総供給関数の導出
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　『一般理論』の第3章で，Keynesは個々の企業の諸費用及び所得につ
いて次のような会計的恒等関係を定義している。
　　産出物の価値（野人）＝使用費用＋要因費用＋利潤
　　生産物の売上金額＝生産物の価値一使用費用
ここで使われている用語は今日の経済学で使用していないものを含んで
いるので，簡単に説明しておこう。使用費用（user　cost）とは，他の企
業から購入する中間生産物ないし原材料の価値と可変的原価償却費であ
り，要因費用（factor　cost）とは生産要素サービスに対する報酬である。
可変的原価償却費とは資本設備が実際に稼働するときに発生する物で，
たとえ資本が完全に遊休していても支払わねばならない（主に資本の陳
腐化によって発生する）経常的原価償却費は利潤に含める。要因費用は
賃金費用，給料，地代から成るが，簡単化のため賃金費用のみを考慮す
る。使用費用は生産量に正比例するが，要因費用は，収穫逓減法則が働
くため，生産量の増大に伴って逓増すると仮定されている。利潤を数式
で示すと，
　　H十V＝P・Y－U・Y－W・し
となる。nは純利潤，　Vは経常的原価償却費，　Pは生産物の価格，　Yは
生産数量，Uは使用費用の（生産量に関する）比例係数，　Wは名目賃金
率，Lは雇用水準である。ここから利潤極大化条件を求めると
　　MC＝P－U＝W／MPL
となる。MCは限界費用，　MPLは労働の限界生産物である。可変的生産
要素は労働だけだから，限界費用＝（中間財の価値を差し引いた）製品価
格という条件と限界生産力命題が同一になる。ここから，通常我々が考
えている供給曲線，つまり，横軸に供給量，縦軸に価格をとった図で右
．しがりの曲線が導かれる。次に産業レベルの供給関数は個別企業の供給
関数の単純な集計として求められる。
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　しかし，経済全体の総供給関数を求める場合，いくつかの考慮すべき
問題が発生する。第1に，数量を測る単位も価格も異なる生産物を集計
するというproduct　mixの問題が発生する。そこで，まず，供給数量Y
をその生産に要した雇用量しで置き換える。これは，生産関数ないし，
その逆関数である労働需要関数を用いれば簡単に出来る。次に，通常の
意味での供給価格（P－U）をKeynesのいう供給価格（Z）で置き換え
る。これはP－Uに供給数量をかけ，供給金額を求めればよい。という
よりも，金額の集計にはなんら問題がないが，数量の集計は上記のprod－
uct　mixの問題があって困難（極論すれば不可能）である。
　『一般理論』における総供給・総需要関数の定義が通常の経済学用語と
異なることはすでに述べたが，その背景には二つの理由があると筆者は
考える。一つはすぐ上で述べた集計問題である。周知のように，集計的
経済変数を扱うマクロ経済学の原点は『一般理論』であるから，統計学
や確率論にも明るかったKeynesが集計問題に関しで膜重に考慮したこ
とは想像に難くない。もう一つの理由は『一般理論』が失業問題の解決
を強く意識して書かれたという点にある。そこで，総供給・総需要関数
の独立変数を雇用にし，総供給関数の逆関数である雇用関数に1章（第
20章）を割いているのであろう。
　第2の問題は個々の産業の供給を単純に集計すると，中間財の価値が
二重三重計算になってしまうという点である。上記の個別企業の供給価
格がPではなく，P－Uであるのは，この問題を解決するためだと考え
る。また使用費用の中に経常減価償却費が含まれているから，集計され
たマクロレベルのZは今日我々がNNPと呼んでいるものにほぼ等し
い。考えてみれば，『一般理論』以前にはGNP，　NNPといった概念は存
在しなかったわけである。『一般理論』がマクロ経済学の出発点であった
ことが再確認できたことになる。
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　2．3　総供給関数論争
　総供給関数ないし曲線に関しては，次の2点が論争の対象となってい
る。第1は，横軸に雇用量を，縦軸に総供給価格を取った図で，総供給
曲線が45度線の上にくるか，下にくるかまたは45度線と一致するかとい
う点である。第2は総供給曲線が横軸に対し凸か凹かという点である。
まず，第1点から考えてみよう。上記の限界生産力命題の等式の両辺に
生産量Yをかけ若干の計算を加えると，
　　（P－U）Y＝WL（dL／L）・（Y／dY）
となる，左辺は総供給価格Zであり，右辺のうちWは完全雇用が達成さ
れるまでは常数である。従って総供給関数の形は（dL／L）・（Y／dY）
の値に依存する。ここで，一L式の両辺をWしで割れば，その値は1より
大きくなるはずである。なぜなら，（dL／L）・（Y／dY）は労働分配率の
逆数で，1より大だからである。ここで，上式の両辺をWで割ると，
　　（P－U）Y／W＝L（dL／L）・（Y／dY）
となり，総供給関数は45度線より上に位置することがわかる。ただし，
縦軸は総供給価格Zそのものではなく，名目賃金率で割り引いたZ／
W＝Zwであることに注意が必要である。縦軸がZなら，45度線の上下ど
ちらに位置するか確定的なことはいえない。
　次に総供給関数の形に関して考えてみよう。具体的には，総供給関数
の勾配が逓増的か逓減的か，または一定かという問題である。名目賃金
単位で測ったケインズの総供給関数Zwは
　　Zw＝（P－U）Y／W＝Y／Y’
であるから，
　　Zw’＝（Y’2－Y・Y”）／Y’2
　　Zw”＝［2YY”2－Y’（Y’・Y”十YY’”）］／Y’3
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となる。ここで，Y’，　Y”，　Y’”はそれぞれYのしに関する1，2，3階
の微係数，Zw’，　Zw”はZwのしに関する1階と2階の微係数である。総
供給関数が逓増的であるためには，Zw’＞0かつZw”＞0でなければなら
ない。しかし，Y”’の符合に関してはアプリオリにはなんともいえない
ので，ケインズの供給関数が逓増的か否かについては不明としかいえな
い。
　以上の総供給関数論争についてのサーベイは極めて限られたものだか
ら，断定は避けたいが，筆者の感想としては，非常に多くの文献がある
割には，この論争から得られるものはあまりなく，やや不毛の論争であ
るという印象を免れない。
第3節　結論
　総供給関数を考える場合，重要な点が二つある。第1は集計問題であ
る。異なる財の供給数量を単純に集計することは不可能である。この集
計問題は経済学というより統計学の問題であろうが，極めて解決が難し
いことは容易に想像できる。また，総供給関数の分析にとって重要だと
述べてきた「マクロ経済学のミクロ理論的基礎」と呼ばれる研究には，
集計問題という視点が欠けていると思われる。
　第2は，生産要素賦存の制約である。個々の企業や産業のレベルの供
給関数を考える場合は，供給の増加に必要な生産要素は他の企業や産業
から調達可能である。しかし，経済全体の総供給関数の場合，こうした
移転は単に生産要素を雇用する企業や産業を変えるだけで，生産要素の
総量は変えられない。そのために，総供給関数は完全雇用水準で垂直に
立つと考えられるのである。つまり，個々の企業や産業の供給関数が，
理論的に考えれば右上がりだからといって，それらを集計した総供給関
数も右上がりだと単純に類推することは出来ない。
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　もちろんこの結論には重要な例外がある。まず，長期を考えれば，生
産要素賦存自体が増加する。また，国際間の要素移動を考えれば，短期
的にも要素賦存の制約をクリアできる。しかし，最も重要なのは，生産
要素は常に完全雇用されるとはかぎらないという点である。第1節で得
られた結論の多くはなぜ，どの様な状況で不完全雇用が生じるかという
点に関連していた。完全雇用されていない（遊休している）生産要素が
あれば，要素賦存自体が一定でも供給を増加する余地があるのは自明で
あろう。
　もうひとつ重要なのは「完全雇用」という概念の相対性である。経済
理論的には生産要素の需給が一致するレベルの雇用が完全雇用である。
注意を要するのは例えば，労働の場合雇用の増加は失業者が新たに職を
得る場合だけでなく，すでに職についている労働者が労働時間を延長す
る場合もあるという点である。実際，（Keynesのいう）「古典派」やいわ
ゆる「新しい古典派」の場合，労働供給の増加はむしろ労働時間の延長
を念頭に置いていると考えられる。そこで，上記の「要素賦存の制約」
という考え方は，実際にはかなり，曖昧になる。また，生産要素の需給
が一致するレベルが完全雇用の定義だとすれば，需給を決定する要因が
何らかの理由で真の値を取らない場合，完全雇用水準を越えて要素供給
がなされるという一見すると語義矛盾と思える現象が起こり得る。第1
節に登場した労働者錯覚モデルはこの典型的な例である。
　以．ヒ，要素賦存制約の例外を見てきたが，この点は，総供給関数を短
期と長期で区別するという考え方に結びつく。結論を先取りすれば，縦
軸に一般物価水準，Pを横軸に実質GDP，　Yを取ったとき，総供給関数
は，短期では水平に近く長期では垂直に近くなると考えられる。短期的
には，価格調整が不完全で，主として数量調整が行われるが，長期的に
は，価格調整が貫徹し，数量調整の余地が少ないと考えるわけである。
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これら両極端の中間では価格も数量も調整され，総供給関数は右上がり
の曲線になるというのが一般的な結論といえよう。
　　注
　　1）最近では，特に短期の経済指標として，従来のGNPよりGDPの方が適し
　　　ているというのが通説になってきた。詳しくは中村［1991］を参照。
　　2）　ここで，e。は賃金表示の有効需要に対する実物表示の生産の弾力性，　ewは貨
　　　幣表示の有効需要に対する貨幣表示の貨幣賃金の弾力性である。
　　3）　本稿ではBarro［1993］，Baumal－Blinder［1991］，Branson［1979］，Dornbus－
　　　ch－Fischer［199生］，Gordon［1993］，　Hall－Taylor［1994］，Mankiw［1992］，
　　　Sachs－Larrain［1993］，Stiglitz［1933］，中谷［1933］，佐藤［1989］等を参照
　　　した。Branson以外はごく最近のものである。ただ，　Bauma1－BlinderとStig－
　　　litzは総供給関数に触れてはいるが説明は不十分である。Hall－Taylorは示唆
　　　に富む点が多く参考になったが，総供給関数そのものにはほとんど触れていな
　　　い。
　　4＞佐藤［1989］p．22参照。さらに詳細な分析はSergent［1979］pp．67－70参
　　　照。
　　5）．占いが優れた展望論文として浅野［1963］がある。最近の展開については青
　　　木［1986］を参照。
　　6）以ドの分析にあたっては主に宮崎・伊藤［19691を参照した。
　　［付記］　本研究は早稲田大学特定課題研究費の援助を受けて行われた。記して感
　　　　　．謝したい。
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